





















⑴　エレン・ワタダ「命令拒否についての声明」2006 年 6 月 7 日。
























































理念と展開』明石書店、2007 年。79 － 103 頁。
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の憲法史上初めて保障するものであった。東ドイツでは、東欧圏では唯一の
































































































































































































































題は、国連の少数者差別防止・保護小委員会 United Nations Sub-Commission on 
Prevention of Discrimination and Protection of Minorities によって検討されてきた。
すでに 1960 年に委員会は、信仰の自由と差別されない権利として兵役拒否権を支持
している。1970 年には、国連の人権委員会も兵役拒否の問題を取り上げた。87 年に
委員会は 1987 ／ 46 決議によって、兵役拒否権の普遍的承認を勧告した。89 年の























自由・安全権）、18 条（思想、良心、信仰の自由）である。1993 ／ 84 決議では、国
家に対して、兵役拒否者を投獄しないよう注意し、代替役務は非戦闘・民間のもので
あるべきで、懲罰的な性質ではなく、公共の利益のためになされるべきであるとして
いる。1995/83 には、委員会は、兵役拒否権が世界人権宣言 18 条及び市民的及び政治
的権利に関する国際規約 18 条の思想・良心・信仰の自由の合法的な行使であること
に注意を喚起した。
⑺　Ulrich Bröckling, ‘Sand in the wheels? Conscientious objection at the turn of the 
twenty-first century, in Ozgur Heval Cinar and Coskun Usterici, Conscientious 






















































22 号、1997 年 11 月、82 － 91 頁、同「東ドイツ『平和革命』と教会―建設兵士の活
動を中心に」川越修、河合信晴編『歴史としての社会主義―東ドイツの経験』ナカニ












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































心に」『大阪外国語大学論集』第 32 号、2005 年、172 頁。
























軍少佐に聞く―」市川ひろみ訳『法学館憲法研究所報』創刊号、2009 年 7 月、42 ～
52 頁参照。
⒁　Urteil des 2. Wehrdienstsenats vom 21. Juni 2005 BVerwG 2 WD 12.04（http://
www.bverwg.de/media/archive/3059.pdf）, 市川ひろみ「抗命する義務―批判的服従
を実践したドイツ連邦軍少佐」、『わだつみのこえ―日本戦没学生記念会機関誌―』









































































































































































































































































































































































































































































エルデモヴィッチ Dražen Erdemovi は、ボスニアで「スレブレニツァ虐殺」
が起こった時、セルビア共和国軍の兵士だった。1995 年、彼はムスリム人
を銃殺するよう命じられた。彼は、他の兵士とともに、スレブレニツァから
連行されてきた 17 歳から 60 歳までのムスリムの男性をブラニェボ農場で一
列に並ばせ、背後から 5 時間にわたって銃撃し、1200 人ほどを殺害した。













ではない。佐藤宏美『違法な命令の実行と国際刑事責任』有信堂、2010 年、22 ～ 24 頁。
21　Valerie Epps, The Soldier’s Obligation to Die When Ordered to Shoot Civilians or 
Face Death Himself, New England Law Review, Vol. 37:4, 2003, 987-1013.
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事件は私の人生を完全に破壊した」と証言した22。エルデモヴィチは、家族








る考察』東信堂、2009 年、165 ～ 166 頁。
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5．民営化された軍隊でのアポリア
国家にとって、兵役拒否をめぐるアポリアは、国民に武力行使を命令する
ことからジレンマが生じる。その状況そのものを変えれば、国家はアポリア
を回避できる。軍の任務を民営化すれば、国はもはや国民に命令／強制する
必要はない。委託契約であるので、業務は発注側の国と受注する「民間人」
との「同意」に基づいて行われる。たとえそれが兵士が行っていた同じ業務
であっても、民間軍事会社社員が行うのであれば、国との直接の雇用関係に
はなくアポリアは生じ得ないアポリアの拒絶。加えて、戦場での現地採用要
員は、国家が守るべき国民でもなく、アポリアが生じうる範囲の外の存在と
して業務を行わせることができる。
業務を請け負う個人（当事者）は、契約（発注者と受注者が対等であると
いうフィクションのもと）に「同意」しているのであるから、アポリアとし
ては捉えることができないと思い込むアポリアの錯誤。
兵役拒否をめぐるアポリア（市川） 29
表
5　
民
営
化
さ
れ
た
軍
隊
で
の
ア
ポ
リ
ア
個
人
（
当
事
者
）
レ
ベ
ル
国
家
レ
ベ
ル
ジ
レ
ン
マ
ア
ン
チ
ノ
ミ
ー
雇
用
主
か
ら
の
命
令
　
⇔
　
良
心
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　（
信
仰
・
信
条
）
国
家
安
全
保
障
　
　
⇔
　
　
国
民
の
生
命
ア
ポ
リ
ア
の
錯
誤
契
約
関
係
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
ア
ポ
リ
ア
は
存
在
し
え
な
い
も
の
と
思
い
込
む
ア
ポ
リ
ア
の
拒
絶
ア
ポ
リ
ア
は
存
在
し
な
い
も
の
と
す
る
フ
ィ
ク
シ
ョ
ン
（
契
約
関
係
へ
の
逃
避
）
ア
ポ
リ
ア
の
拒
絶（
国
民
）
軍
と
直
接
の
雇
用
関
係
に
な
い
と
し
て
　
例
）
米
軍
の
民
間
軍
事
会
社
社
員
ア
ポ
リ
ア
の
拒
絶（
国
民
以
外
）
国
家
が
守
る
べ
き
対
象
の
埒
外
と
し
て
　
  例
）
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
の
米
軍
に
よ
る
現
地
採
用
要
員
京女法学　第 16 号30
おわりに
兵役拒否者は、国民が担うべき義務を果たさない存在であり、「真っ当な
国民像」からの逸脱として捉えられてきた。しかし、兵役拒否をアポリアの
観点から捉えることで、そのような位置づけは原理的に当たらないことが明
らかになった。国家は、個人の内面に介入することは許されるべきでなく、
国家は個人の内面の自由を保障しなければならない。その理念に従えば、個
人の信仰や信条について、個人と国家は対等な関係にあると捉えることがで
きる。
個人の信仰や信条は国家に従属するものではないため、それが国家の要求
する義務に反する場合、個人も国家もアポリア（アンチノミー・ジレンマ）
に直面することになる。その時、アポリアから目をそらさず、「それでもなお」
そのアポリアを解こうとした人々いた。彼らの行動は、兵役拒否をめぐるア
ポリア状況を変容させてきた。当初、国家の課す兵役を拒否することは処刑
されることさえ意味するジレンマ（自分の生命か良心の自由か）であったが、
今日では、（現実には理念上に留まるものであるとしても）軍隊内での命令
拒否さえ制度化されている。この変化をもたらしたのは、国民はあまねく兵
役を果たすべきであるという国家政策が、重大なアポリアを孕むものである
ことをその行動によって示してきた人々の営みである。アポリア状況に追い
つめられていたからこそ、人々は行動を起こさざるを得なかった。
兵役拒否権を保障する制度が整備されたことによって、多くの人々にとっ
てはアポリアが緩和・解消されてきた。そのことは、とりもなおさず兵役拒
否が体制内化されることであり、アポリアとして問題提起の契機となる機会
が失われることでもある。さらに、国家は、軍の志願兵化、民営化によって
国民と間で生じうるアポリアを回避することができる。現在では、軍隊内業
務の民営化が急速に進められており、そこでは、国家はもはや国民に命令／
強制する必要はない。委託契約であるので、業務は同意の下に行われる。業
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務の請負契約という形によって国家と切り離されることで、個人のかかえる
現実のジレンマは自己責任とされ、ジレンマとしては認識されない。アポリ
アが生じないようにすることで、国家は、異議申し立ての契機を取り去るこ
とに成功したといえよう。
兵役拒否をめぐって、今後、改めて何をアポリアとして認定するのかが問
われている。

